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22
年
度
決
算
概
要

　
平
成
22
年
度
の
山
都
町
の
一
般
会
計
と
特
別
会

計
の
決
算
が
、
９
月
の
町
議
会
定
例
会
で
認
定
さ

れ
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
の
歳
入
総
額
は
１
３
９
億
１
０
９
７

万
５
千
円
、
歳
出
総
額
は
１
２
９
億
９
６
１
６
万

３
千
円
で
し
た
。

　
前
年
度
（
平
成
21
年
度
）
と
比
較
す
る
と
、
歳

入
で
４
億
１
６
８
３
万
１
千
円
の
減
（
対
前
年
度

比
△
２
．
９
％
）、
歳
出
で
５
億
３
８
９
７
万
６
千

円
の
減
（
対
前
年
度
比
△
４
．
０
％
）
で
し
た
。

　
歳
入
は
、
地
方
交
付
税
が
前
年
度
比
較
で
４
億

　
平
成
22
年
度
決
算
に
係
る
財
政
分
析
指
標
（
Ｐ

６
）
か
ら
本
町
の
財
政
状
況
を
見
る
と
、
財
政
の

弾
力
性
を
示
す
「
経
常
収
支
比
率
」
は
昨
年
度
よ

り
6
．
5
％
減
少
し
81
．
9
%
に
な
り
ま
し
た
。

し
か
し
、
町
村
で
望
ま
し
い
と
さ
れ
る
75
%
と
比

較
し
て
も
高
い
数
値
を
示
し
て
お
り
、
財
政
の
硬

直
化
が
依
然
と
し
て
続
い
て
い
ま
す
。
財
政
構
造

的
に
も
、
地
方
公
共
団
体
が
自
主
的
に
収
入
し
う

る
自
主
財
源
の
割
合
は
15
．
6
％
と
昨
年
度
に
比

較
し
て
0
．
4
%
低
く
、
年
々
減
少
傾
向
に
あ
り

ま
す
。

　
一
方
、
歳
出
で
は
、
人
件
費
を
は
じ
め
扶
助
費
、

公
債
費
と
い
っ
た
義
務
的
経
費
の
割
合
は
41
．6
％
。

昨
年
度
よ
り
2
．
3
％
増
加
し
、
高
い
水
準
で
推
移

し
て
い
ま
す
。
こ
の
こ
と
が
財
政
の
硬
直
化
を
招
い

て
い
る
大
き
な
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
な
お
、「
実
質
収
支
」
と
「
実
質
単
年
度
収
支
」

が
と
も
に
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
財
政
調

整
基
金
か
ら
の
繰
入
れ
を
行
わ
な
か
っ
た
こ
と
に

よ
る
も
の
で
す
。
ま
た
、
町
の
借
金
で
あ
る
「
地

方
債
現
在
高
」
も
減
少
傾
向
で
す
が
、
依
然
と
し

て
多
額
の
残
高
を
有
し
て
い
る
た
め
、
将
来
に
わ

た
る
財
政
負
担
が
懸
念
さ
れ
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
厳
し
い
財
政
状
況
を
踏
ま
え
、
財

政
運
営
の
健
全
性
確
保
や
弾
力
性
の
保
持
を
図
る

た
め
、
今
後
も
、
自
主
財
源
の
確
保
や
事
務
事
業

の
徹
底
し
た
見
直
し
を
行
う
な
ど
、
な
お
一
層
の

行
財
政
改
革
を
推
進
し
ま
す
。

９
１
９
７
万
８
千
円
増
加
し
ま
し
た
が
、
国
庫
支

出
金
が
前
年
度
の
国
の
経
済
危
機
対
策
に
係
る
地

域
活
性
化
・
生
活
対
策
臨
時
交
付
金
及
び
経
済
危

機
対
策
臨
時
交
付
金
が
９
億
３
７
７
４
万
円
減
少

し
た
こ
と
、
ま
た
財
政
調
整
繰
入
金
が
２
億
１
０

４
４
万
７
千
円
の
減
で
あ
っ
た
こ
と
に
加
え
、
地

方
債
も
前
年
度
と
比
較
し
て
９
０
８
４
万
７
千
円

の
減
と
な
っ
た
こ
と
が
、
歳
出
減
の
主
な
要
因
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　
歳
出
の
減
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
の
定
額
給
付

金
２
億
９
９
３
２
万
４
千
円
が
減
額
と
な
り
、
さ

ら
に
積
立
金
が
２
億
１
７
４
４
万
２
千
円
減
と

な
っ
た
こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。

山
都
町
の
財
政
状
況

２２年度の主な事業

■総務費
○庁舎建設事業（新庁舎建設工事用道路建設、土地購入・
家屋等移転補償外）　　　　　　　  １９８，４１４千円
○地籍調査事業（１１．７８平方ｷﾛﾒｰﾄﾙ）

３２９，４４６千円
○バスターミナル整備事業（土地購入、調査計画）

６１，２３２千円
○地上デジタルテレビ放送対策事業（電波遮蔽対策、辺地
共聴施設整備等）            　　　　　５１，９９０千円
○統計調査事業（平成２２年国勢調査外）　９，０５１千円

■民生費
○保育所運営事業（公立９ヶ所・私立４箇所・へき地３ヶ
所）　　　　　　　　　　　　　　 ５５１，５８２千円
○子ども医療費助成事業（１１，９４４件）

２３，８６４千円
○出産祝い金（９３件）　　　　　　　　　２，７９０千円
○敬老祝い金（８０歳・８８歳・１００歳　計４５０人）

４，６６０千円
○老人ホーム運営事業（浜美荘）         １５３，０６１千円

■衛生費
○浄化槽設置整備事業（６９基）　　　  ３２，６７５千円
○太陽光発電・太陽熱利用システム設置補助事業（２７
基）                                             ３，９８９千円
○健康審査委託事業（特定健康診査・各種がん検診・集団
検診等）　　　　　　　　　　　　　 ９６，７１１千円

■労働費
○緊急雇用創出基金事業・ふるさと雇用再生特別基金事業

７６，８２１千円

■農林水産業費
○農林振興事業（農林業近代化施設整備・特殊農産物植
栽事業等）　　　　　　　　　　　　 １０，８４５千円
○農林振興事業（農道舗装・用水路改修・林道作業路開設
等）　　　　　　　　　　　　　　　 ２５，５７６千円
○有害獣被害防止事業（電気柵等設置・捕獲隊助成等）

１９，２９７千円
○中山間地域等直接支払制度事業（１６４集落）

３４８，２０５千円
○農地・水・環境保全向上対策事業（２４組織）

１２１，７４６千円
○大矢野原演習場周辺障害防止対策事業（用水路整備）

１５２，０３２千円
○林道整備事業（小星栃の木線外３路線）

１４７，６８３千円

■商工費
○中心市街地街路灯整備事業（街路灯設計・設置８基）

２８，３７４千円
○景観形成緑化（そよ風パーク）整備事業

８，２７４千円
○観光施設運営・支援事業（通潤山荘外９施設）

７６，２５７千円

■土木費
○町道維持工事（５２路線）　　　　　  １４７，４０１千円
○道路新設改良事業（金地大多良線外２３路線）

３０６，９６０千円
○道整備交付金事業（白小野鶴越線外８路線）

３１５，１００千円

○大矢野原演習場周辺民生安定事業（杉木田小野線・久留
見尾線）                                   １２４，６２２千円
○社会資本整備総合交付金事業（瀬戸福良線外８路線）

２８８，９１２千円
○まちづくり交付金事業（横町新町線外２路線）

１５７，９８７千円
○公営住宅管理事業（上司尾第一団地外解体、火災報知器
設置等）　　　　　　　　　　　　　　 ４，９６２千円

■消防費
○耐震性貯水槽（４基）　　　　　　　　 １７，８５２千円
○小型ポンプ積載車（１台）　　　　　　　 ２，７７２千円
○消防団本部指令車（１台）　　　　　　　 ３，６７５千円

　　　　　
■教育費
○小中学校耐震補強工事（６校）　　　　８６，６１８千円
○山都町奨学資金貸与事業（３０名）　　　 ７，３２０千円
○文化的景観事業（重要遺跡確認調査・文化的景観保護推
進）　　　　　　　　　　　　　　　   ７０，７４７千円
○人材派遣事業（山都町少年の翼・中学生２０名）

２，６１０千円
○図書館運営事業（音楽会・映写会・配本、図書貸出等）

２０，８０９千円
○保健体育事業（体育指導委員・指導、普及事業・体育施設
等）                                            ４６，１３４千円
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22年度

21年度

21年度

20年度

20年度

19年度

19年度

18年度

18年度

地方交付税
72億4,355万円
（52.1%）

国庫支出金
19億8954万円
（14.3%）

県支出金
11億9,917万円
（8.6%）

町債
7億7,200万円（5.6%）

各種譲与税等
5億3,259万円（3.8%）

町税
10億8,458万円
（7.8%）

繰入金
9,953万円（0.7%）

繰越金
6億1,267万円（4.4%）

その他
3億7,737万円（2.7%）

自主財源
21億7,412万円
（15.6%）

依存財源
117億3,685万円
（84.4%）

歳入総額
139億

1,097万円

議会費
9,629万円（0.7%）

総務費
18億6,992万円
（14.4%）

民生費
29億5,320万円
（22.7%）

衛生費
8億5,960万円
（6.6%）

労働費
7,682万円（0.6%）

農林水産業費
18億9,599万円
（14.6%）

商工費
3億2,526万円
（2.5%）

土木費
17億590万円
（13.1%）

消防費
3億8,564万円
（3.0%）

教育費
8億6.558万円
（6.7%）

災害復旧費
5,780万円
（0.4%）

公債費
19億416万円
（14.7%）

歳出総額
129億

9,616万円

歳入・歳出の推移（普通会計）

歳入

歳出

歳入総額

歳出総額

153.9

142.8

157.8

150.2

145.5

138.2

143.3

135.3

139.1

135.3

区    分

（単位：億円）

一般会計歳入一般会計歳出

一 般 会 計 福祉や教育、道路整備、　　　議会運営などを行う基本的な経費の会計です。

普通会計とは一般会計に住宅新築等貸付事業特別会計を
加えたものです。


